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特定治療支援事業の現状



不妊に悩む方への特定治療支援事業の予算額等について

○ 給付の内容 １回１５万円（凍結胚移植(採卵を伴わないもの)等は、１回７.５万円）、
１年度目は年３回まで、２年度目以降年２回まで、通算５年、通算１０回を超えない

○ 所得制限 ７３０万円（夫婦合算の所得ベース）
○ 実施主体 都道府県、指定都市、中核市
○ 補助率 １／２（負担割合：国１／２、都道府県・指定都市・中核市１／２）

平成１６年度創設 支給期間２年間として制度開始
平成１８年度 支給期間２年間を５年間に延長
平成１９年度 給付金額を1年度あたり1回10万円、2回までに増額、所得制限額を(650万円 → 730万円）引き上げ
平成２１年度補正予算 給付額１０万円 → １５万円
平成２３年度予算 １年度目を年３回に拡充
平成２５年度予算案 凍結胚移植(採卵を伴わないもの)等の給付額を見直し（１５万円→７．５万円）

１．給付内容等

２．沿 革

年 度 支給件数 件数対前年比 予 算 額

２００４年度(H１６) １７，６５７ ― ２，５４０百万円

２００５年度(H１７) ２５，９８７ １．４７ ３，６２３百万円の内数

２００６年度(H１８) ３１，０４８ １．１９ ３，６２８百万円の内数

２００７年度(H１９) ６０，５３６ １．９５ ４，１９１百万円の内数

２００８年度(H２０) ７２，０２９ １．１９ ３，８３３百万円の内数

２００９年度(H２１) ８４，３９５ １．１７ ７，０５８百万円の内数

２０１０年度(H２２) ９６，４５８ １．１４ ８，０９３百万円の内数

２０１１年度(H２３) １１２，６４２ １．１７ ９，８７１百万円の内数

２０１２年度(H２４) （未集計） ― １０，５１０百万円の内数

２０１３年度(H２５) ― ― ９．２２９百万円の内数

３．支給実績及び予算額

備 考

○ 平成１６年度は、「特定不妊治療費助成
事業」の予算額

○ 平成１７年度以降は、「母子保健医療対
策等総合支援事業（統合補助金）」の内数
になっており、特定治療支援事業には予算
額の概ね９割以上が執行されている。



特定治療支援事業 実施施設の概況 （平成25年2月厚生労働省母子保健課調べ）

全国計 ５７０施設

都道府県別施設数（政令市、中核市分も含む。）

東京都 ７１

愛知県 ４０

大阪府 ３８

神奈川県 ３４

兵庫県 ３１

埼玉県
千葉県

２６

北海道 ２４

静岡県 ２０

福岡県 １６

新潟県 １３

福島県
岐阜県

１１

栃木県
群馬県
富山県
長野県
岡山県

１０

茨城県
広島県

９

石川県
三重県

８

青森県
滋賀県
京都府
香川県
愛媛県
熊本県

７

秋田県
山口県
高知県
宮崎県
沖縄県

６

宮城県
山形県
奈良県
鳥取県
島根県
鹿児島県

５

福井県
和歌山県

４

山梨県
徳島県
長崎県
大分県

３

岩手県 ２

佐賀県 １


